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※ 各欄に記載しきれない場合は、適宜の用紙に記載して提出してください。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 納 付 可 能 基 準 額 （ ① － ② ） ( Ａ ) ８００，０００円 　※(Ａ)は、裏面７①「納付可能基準額」欄へ転記

【備考】

① 収 入 合 計 ４，８００，０００円 ② 支 出 合 計 ４，０００，０００円

円 円

円 生 活 費 （ 扶 養 親 族 人 ） 円

円 　諸経費 ３４８，０００円

円 円

円 　借入金返済 ４５０，０００円

円 　社会保険料等（健康保険、厚生年金） ２０２，０００円

円 　給　与 ８５０，０００円

円 　役員給与 ６５０，０００円

区 分 見 込 金 額 区 分 見 込 金 額

収
　
　

　
　
入

　売　上 ４，８００，０００円

支
　
　

　
　
出

　仕　入 １，５００，０００円

４，２７０，０００ 円 ５８０，０００ 円

３　今後の平均的な収入及び支出の見込金額（月額）

３，８７３，０００ 円 ３７７，０００ 円
事業用車両３台分の車検費用として３５万円の臨時的な
支出があった。

△△ 年 ５月 ４，８５０，０００ 円

４，１２０，０００ 円 ８３０，０００ 円

△△ 年 ４月 ４，２５０，０００ 円

３，１９０，０００ 円 ７１０，０００ 円
工場施設内の電気設備の定期点検費用として２０万円
の臨時的な支出があった。

△△ 年 ３月 ４，９５０，０００ 円

６，４２０，０００ 円 ▲２，０２０，０００ 円
製造用機械の故障による修繕費として３００万円の臨時
的な支出があった。

△△ 年 ２月 ３，９００，０００ 円

４，０３０，０００ 円 ６７０，０００ 円

△△ 年 １月 ４，４００，０００ 円

４，２９５，０００ 円 ６０５，０００ 円

○○ 年 12月 ４，７００，０００ 円

４，１７０，０００ 円 ９３０，０００ 円

○○ 年 11月 ４，９００，０００ 円

４，２７５，０００ 円 １，１２５，０００ 円
事業用車両の売却代金として３０万円の臨時的な収入が
あった。

○○ 年 10月 ５，１００，０００ 円

４，１００，０００ 円 ８００，０００ 円

○○ 年 ９月 ５，４００，０００ 円

４，１５２，０００ 円 ８９８，０００ 円

○○ 年 ８月 ４，９００，０００ 円

４，４０５，０００ 円 ７９５，０００ 円

○○ 年 ７月 ５，０５０，０００ 円

年 月 ① 総 収 入 金 額 ② 総 支 出 金 額 ③ 差 額 （ ① － ② ） 備 考

○○ 年 ６月 ５，２００，０００ 円

１　住所・氏名等

住　 所
所在地 　○○市△△町×－×－×

氏　 名
名　 称

　財務電子機器株式会社
　代表取締役　甲野一郎

２　直前１年間における各月の収入及び支出の状況

収 支 の 明 細 書

令和　○○　年　　６　月　１５　日

整理番号

収受印

「収支の明細書」の書き方 

申請書を提出する日を記載してください。 

１ 

２ 

この欄に記載した金額を、「７ 分割納付年月日及び分割納付金額」欄の「①納付
可能基準額」欄に転記します（裏面「★」部分）。 
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４　今後１年以内における臨時的な収入及び支出の見込金額　　

内　　　容 年　　　月 金　　　額

臨

時
収

入

　Ｄエレクトロニクス株式会社への貸付金の回収 令和 ○○ 年 １２ 月 ２００，０００　円

令和 年 月 円

令和 年 月 円

円

令和 年 月 円

令和 年 月

　工場施設内の電気設備の定期点検費用 令和 △△ 年 ２ 月

　電子部品用組立て機械の老朽化による新規購入費用 令和 ○○ 年 ６

月 円

月 円

月 ４５０，０００　円

２００，０００　円

円

５　今後１年以内に納付すべきことが見込まれる国税及び地方税等　 (Ｂ)　※(Ｂ)は、下記７⑤「納付額」欄へ転記

年 月 税 目 金 額 年 月 税 目 金 額

臨

時

支
出

令和 年 月

令和 年

令和 年

５０，０００　円

源泉所得税 １２０，０００　円

令和○○ 年 ７ 月 源泉所得税 １２０，０００　円 令和△△

５０，０００　円 令和△△ 年 １ 月令和○○ 年 ６ 月 固定資産税

９ 月 固定資産税

年 １ 月 固定資産税

年 ５ 月
消費税及び地方

消費税（確定分）
１，７４０，０００　円

固定資産税 ５０，０００　円

令和○○ 年 11 月
消費税及び地方

消費税（中間分）
１，７４０，０００　円 令和△△

５０，０００　円 令和△△ 年 ３ 月令和○○ 年

６　家族（役員）の状況

続柄

（役職）
氏 名 生 年 月 日

収 入 ・ 報 酬 （ 月 額 ）

（ 専 従 者 給 与 を 含 む ）
職業・所有財産等

15 日 ３５０，０００　円

取締役 乙田　次郎 昭和×× 年 ８ 月

代表者 甲野　一郎 昭和×× 年 11 月

26 日 ３００，０００　円

⑥分割納付金額(Ｄ)

(①＋②＋③－④－⑤)④積立額 ⑤納付額

年 月 日 円

年 月 日 円

・ 30 800,000 円 50,000 円

７　分割納付年月日及び分割納付金額

　納付年月日　(Ｃ) ①納付可能基準額
②季節変動等

に伴う増減額
③臨時的入出金額

国税等

200,000            円

令和○○ ・ ７ ・ 31 800,000

200,000 円 ▲ 450,000 円 300,000 円

円 120,000 円 380,000            円円 300,000

令和○○ ・ ６

令和○○ ・ ８ ・ 31

円 円

300,000 円 円 500,000            円800,000 円 円 円

円 50,000 円 650,000            円

令和○○ ・ 10 ・ 31

円 200,000 円 円 300,000令和○○ ・ ９ ・ 30 800,000

300,000 円 円 500,000            円800,000 円 円 円

円 1,740,000 円 360,000            円

令和○○ ・ 12 ・ 31

円 ▲ 200,000 円 円
300,000

▲1,800,000
令和○○ ・ 11 ・ 30 800,000

100,000 円 円 750,000            円800,000 円 ▲ 150,000 円 200,000 円

円 170,000 円 330,000            円

令和△△ ・ 2 ・ 28

円 ▲ 300,000 円 円令和△△ ・ 1 ・ 31 800,000

円 円 350,000            円800,000 円 ▲ 250,000 円 ▲ 200,000 円

円 50,000 円 　 650,000＋延滞税 円

・ ・

円 円 円 100,000令和△△ ・ 3 ・ 31 800,000

円 円 円円 円 円

　※(Ｃ)及び(Ｄ)は、申請書⑤「納付計画」欄へ転記

円 円 円

　※③欄は、上記４「今後１年以内における臨時的な収入及び支出の見込金額」欄を基に、納付年月における臨時的入出金額の合計額を記載

円 円 円・ ・

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

５ 

６ 

「納付年月日（Ｃ）」欄及び「⑥分割納付金額（Ｄ）（①＋②＋③−④−⑤）」欄につ
いては、「換価の猶予申請書」（⇒7 ページ）の「⑤納付計画」欄に転記します。 

（裏面） 

４ 

★ 
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「収支の明細書」は、猶予を受けようとする金額が 100 万円を超える場合に、「換価の猶予申請
書」又は「納税の猶予申請書」に添付して提出する必要があります。 

 

「２ 直前１年間における各月の収入及び支出の状況」欄 

申請書を提出する日の直前１年間における各月ごとの「①総収入金額」、「②総支出金額」及び
「③差額（①－②）」を記載します。 

また、「③差額（①－②）」欄の金額がマイナスのときは、金額の前に「▲」を付けます。 
なお、臨時的な収入や支出があった月については、「備考」欄にその理由を記載します。 
《「備考」欄の記載例》 

・ 事業用車両の売却代金として 30 万円の臨時的な収入があった。 

・ 製造用機械の故障による修繕費として 300 万円の臨時的な支出があった。 

※ 月次決算又は毎月の収支計算を行っていない場合は、直前の事業年度の決算に基づき記載
して差し支えありません。 

 

「３ 今後の平均的な収入及び支出の見込金額（月額）」欄 

猶予期間中における月単位の平均的な収入及び支出の見込金額を税込金額で記載します。 
（⇒12〜13 ページ「３ 今後の平均的な収入及び支出の見込金額（月額）」欄をご覧ください。） 

   

「４ 今後１年以内における臨時的な収入及び支出の見込金額」欄 

今後１年以内における臨時的な収入及び支出の見込金額を税込金額で記載します。 
《「臨時収入」欄》 

例えば、不要不急資産の売却、新規借入や貸付金の回収等による臨時的な収入が見込まれる
場合に、その内容、年月及び金額を記載します。 

  
 
 
 
 
 

 

《「臨時支出」欄》 

  例えば、事業の継続のためのやむを得ない設備・機械の購入等による臨時的な支出が見込ま
れる場合に、その内容、年月及び金額を記載します。 

  
 
 

 

 

 

 

臨
時
収

入

　Ｄエレクトロニクス株式会社への貸付金の回収 令和 ○○ 年 １２ 月 ２００，０００　円

令和 年 月 円

令和 年 月 円

円

令和 年 月 円

令和 年 月

月 ４５０，０００　円

　工場施設内の電気設備の定期点検費用 令和 △△ 年 ２ 月

　電子部品用組立て機械の老朽化による新規購入費用 令和 ○○ 年 ６

２００，０００　円

令和 年 月 円

月 円

令和 年 月

令和 年

円

臨
時
支

出

２ 

１ 

３ 
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年 ５ 月
消費税及び地方
消費税（確定分）

１，７４０，０００　円

固定資産税 ５０，０００　円

令和○○ 年 11 月
消費税及び地方
消費税（中間分）

１，７４０，０００　円 令和△△

５０，０００　円 令和△△ 年 ３ 月令和○○ 年 ９ 月 固定資産税

年 １ 月 固定資産税 ５０，０００　円

源泉所得税 １２０，０００　円

令和○○ 年 ７ 月 源泉所得税 １２０，０００　円 令和△△

５０，０００　円 令和△△ 年 １ 月令和○○ 年 ６ 月 固定資産税

年 月 税 目 金 額 年 月 税 目 金 額

「５ 今後１年以内に納付すべきことが見込まれる国税及び地方税等 (Ｂ)」欄 

今後１年以内に納付すべきことが見込まれる国税、地方税、社会保険料等について、その納付
すべきこととなる年月、税目及び金額をそれぞれの欄に記載します。 
  
 
 
 
 

 

 

※ 月ごとに納付する源泉所得税や社会保険料などは「３ 今後の平均的な収入及び支出の見

込金額（月額）」欄の「支出」欄に記載します。 
 

   

「６ 家族（役員）の状況」欄 

○ 納税者が法人の場合 
全ての役員について、その役職、氏名、生年月日、月の報酬額及び所有財産等を記載します。 

 ※ 報酬額は、源泉徴収する所得税等を控除する前の金額を記載してください。 
《事例の場合》 

   

 

 

 

 

 

   

 ○ 納税者が個人の場合 
   生計を一にする親族について、続柄、氏名、生年月日、収入金額（専従者給与を受けてい

る場合は、その金額）、職業及び所有財産等を記載します。 
  ※ 収入金額の欄は、源泉徴収される所得税等を控除する前の金額を記載してください。 
 《記載例》 

  

  
 
 
 

 

 

 

 

 

続柄
（役職）

氏 名 生 年 月 日
収 入 ・ 報 酬 （ 月 額 ）
（専従者給与を含 む）

職業・所有財産等

15 日 ３５０，０００　円

取締役 乙田　次郎 昭和××年 ８ 月

代表者 甲野　一郎 昭和××年 11 月

26 日 ３００，０００　円

年 月 日 円

年 月 日 円

５ 

４ 

次男 国税　次郎 平成××年 4 月

22 日 ０　 円 大学生

12 日 ０　 円 高校生

長男 国税　一郎 平成××年 10 月

１８０，０００　円 事業専従者妻 国税　花子 昭和××年 ８ 月 26 日

11 月 15 日 １２０，０００　円
年金受給者
土地、建物（〇〇市△△町）

続柄
（役職）

氏 名 生 年 月 日
収 入 ・ 報 酬 （ 月 額 ）
（専従者給与を含む）

職業・所有財産等

母 国税　春 昭和××年
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「７ 分割納付年月日及び分割納付金額」欄 

イ 「納付年月日(Ｃ)」欄 

猶予期間中の各月の納付年月日を記載します。 

 
ロ 「①納付可能基準額」欄 

「３ 今後の平均的な収入及び支出の見込金額（月額）」欄の「③納付可能基準額（①－

②）（Ａ）」欄に記載した金額を転記します。 

 
ハ 「②季節変動等に伴う増減額」欄 

「２ 直前１年間における各月の収入及び支出の状況」欄のほか、例年の収支状況を基に、
「３ 今後の平均的な収入及び支出の見込金額（月額）」欄で算出した「③納付可能基準額

（①－②）（Ａ）」と比較し、季節変動等に伴う増減額を記載します。  
なお、減額する場合には、金額の前に「▲」を付けます。 

 
ニ 「③臨時的入出金額」欄  

「４ 今後１年以内における臨時的な収入及び支出の見込金額」欄を基に、納付年月にお
ける臨時的入出金額の合計額を記載します。 

なお、減額する場合には、金額の前に「▲」を付けます。 
《事例の場合》 
 

 

 

 

 

 

          

令和○○ ・ ７ ・ 31 円

　納付年月日　(Ｃ) ③臨時的入出金額

令和○○ ・ ６ ・ 30 ▲ 450,000 円

円

令和○○ ・ ９ ・ 30 円

令和○○ ・ ８ ・ 31

令和○○ ・ 10 ・ 31 円

令和△△ ・ 1 ・ 31 円

円

令和○○ ・ 12 ・ 31 200,000 円

令和○○ ・ 11 ・ 30

▲ 200,000 円

令和△△ ・ 3 ・ 31 円

令和△△ ・ 2 ・ 28

・ ・ 円

〇 「４ 今後１年以内における臨時的な収入及び支出の

見込金額」欄 

（「臨時収入」欄に記載した事項） 

・ 令和○○年 12 月  

Ｄエレクトロニクス株式会社への貸付金の回収 

   200,000 円  

 

（「臨時支出」欄に記載した事項） 

・ 令和○○年 ６月 

   電子部品用組立て機械の老朽化による新規購入費用 

450,000 円 

・ 令和△△年 ２月  

工場施設内の電気設備の定期点検費用 

200,000 円 

６ 

〇 「③臨時的入出金額」欄 

・ 令和○○年６月   ▲450,000円 

・ 令和○○年12月     200,000円 

・ 令和△△年２月   ▲200,000円 
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ホ 「国税等」欄 

  「④積立額」欄には、「５ 今後１年以内に納付すべきことが見込まれる国税及び地方税

等 (Ｂ)」欄に記載した国税等を納付するために積立てを行う金額を記載します。 
  また、その積立てを取り崩して納付に充てる場合は、その納付額（金額の前に「▲」を付

けます。）を記載します。 
「⑤納付額」欄には、「５ 今後１年以内に納付すべきことが見込まれる国税及び地方税

等 (Ｂ)」欄に記載した、納付年月における国税等の納付見込額を転記します。 
《事例の場合》 
 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヘ 「⑥分割納付金額 (Ｄ)（①＋②＋③－④－⑤）」欄 

各月ごとに、「①納付可能基準額」欄の金額に「②季節変動等に伴う増減額」欄の金額及
び「③臨時的入出金額」欄の金額を加算し、「④積立額」欄及び「⑤納付額」欄の金額を減
算した金額を記載します。 
 なお、最終の納付年月日の「⑥分割納付金額（Ｄ）（①＋②＋③－④－⑤）」欄には、「○
○○円（本税の残額）＋延滞税」と記載します。 

円 円

300,000
▲1,800,000

円

・ ・

100,000 円 50,000 円

・ ・ 円 円

令和△△ ・ 3 ・ 31

円 170,000 円

令和△△ ・ 2 ・ 28 円 円

令和△△ ・ 1 ・ 31

1,740,000 円

令和○○ ・ 12 ・ 31 100,000 円 円

令和○○ ・ 11 ・ 30

300,000 円 50,000 円

令和○○ ・ 10 ・ 31 300,000 円 円

令和○○ ・ ９ ・ 30

300,000 円 120,000 円

令和○○ ・ ８ ・ 31 300,000 円 円

令和○○ ・ ７ ・ 31

　納付年月日　(Ｃ)
国税等

④積立額 ⑤納付額

令和○○ ・ ６ ・ 30 300,000 円 50,000 円

〇 「５ 今後１年以内に納付すべきことが見込ま

れる国税及び地方税等」欄 

・ 令和○○年 ６月  

固定資産税 
 50,000 円 

・ 令和○○年 ７月  

源泉所得税 
120,000 円 

・ 令和○○年 ９月 

固定資産税 
50,000 円 

・ 令和○○年 11 月  

消費税及び地方消費税（中間分） 
1,740,000 円 

・ 令和△△年 １月 

源泉所得税  
120,000 円 

・ 令和△△年 １月  

固定資産税 
 50,000 円 

・ 令和△△年 ３月 

固定資産税  
 50,000 円 

・ 令和△△年 ５月  

消費税及び地方消費税（確定分） 
1,740,000 円 

                    

〇 「国税等」欄 

・ 令和○○年  6 月   50,000 円 

・ 令和○○年  7 月   120,000 円 

・ 令和○○年 9 月   50,000 円 

・ 令和○○年 11 月  1,740,000 円 

・ 令和△△年  1 月  170,000 円 

・ 令和△△年  3 月    50,000 円 

・ 令和△△年  5 月  1,740,000 円 


